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在中日中合弁自動車企業の流通・販売戦略
周　　　蘭　潔*
はじめに
　中国に自動車産業を巡っては，いまや生産・調達から流通販売にその焦点が移行しつつある
が，日本ではその中で最も注目されている問題が，日中合弁自動車メーカーの流通販売戦略で
ある。筆者は，このような状況に鑑み，この問題を修士論文研究のテーマとして考察している。
　筆者は，このテーマの考察に当たって，次のような課題を設定して研究を進めている。すな
わち，日本の代表的自動車メーカーであるトヨタ自動車㈱と本田技研工業㈱の中国との合弁企
業である天津一汽豊田汽車有限公司と広州本田汽車有限公司の中国現地における流通販売戦略
の実際を把握し，それらが①日本における流通・販売システムとどの面が同じで，どの面が異
なるか。②どの程度導入が進展しているのか。③さらにまた，どのような隘路ないし障害に直
面しているか。④最後に①～③を踏まえて，その将来の展望はどのようかといった問題である。
　この研究ノートは，このような課題を考察するための作業の一部をなす中国の自動車産業と
流通販売システムの今日に至るまでの歴史的な展開過程を跡付けた上で，広州本田汽車有限公
司の流通販売戦略の実際を考察したものである。すなわち，前段の歴史的考察においては，
1951年に始まった自動車生産からWTO加盟後（2001年）の現在に至るまでの中国自動車産業
と流通販売システムの展開過程を跡付けることを通じて，中国自動車産業における流通販売シ
ステム発展の経緯と背景を明らかにするとともに，日中合弁メーカーの流通販売経路の基本的
特徴とその利点を明らかにする。この場合，中国における自動車産業と流通販売システムの展
開を①改革・開放以前②改革・開放初期から90年代半ばにいたる流通システムの旧体制から新
体制への過渡期および③90年代半ばから現在に至るまでの外国メーカーとの合弁メーカーが流
通販売システムの構築に本格的に乗り出した時期の3段階に区分して考察を進める。
＊　学生会員（桃山学院大学大学院経営学研究科博士前期課程）
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　後段においては，前述した修士論文研究の課題を明らかにするための準備作業の１つとして，
中国において自動車の流通販売システムの開発に先鞭をつけた広州本田汽車のそれが実際どの
ようになっているかを，筆者が今夏日本における自動車流通販売についての権威である京都大
学塩地洋教授を団長とする調査団に参加させて頂いて得たインタビューを主たる情報源として
明らかにする。
１．中国自動車産業の展開と流通システム
　革命直後の中国の自動車需要は，専ら輸入によって賄われ，その販売は，計画経済体制が未
形成にも拘らず，少量が中央政府の物資配分処によって重点部門・地区に配分され，残りの大
半はその下部部門の国営商業部門によって販売されていたが，いずれにおいても統制色が強い
ものであった。
　1950年代半ばに至り，最初の自動車工場として「第一汽車製造廠」が旧ソ連の全面援助を受
けて設立され，生産が開始され，生産と流通の管理は中央政府の機械工業部と交通部に分離さ
れた。しかし，58年に始まる「大躍進運動」とその後の経済調整期には工企業一般の管理権の
地方移管が敢行され，自動車産業でも各地方政府による工場の乱立が起きた。このような状況
を是正するために，61年から設立されていた工場はそのまま温存しながら，流通については，
その統轄は交通部から物資局傘下の機電設備総公司に移管され中央集権的な計画配分管理が行
われるようになった。
　1966年５月に始まった「文化大革命」には，自動車の生産と分配も混乱状態に陥り，自動車
生産は激減するとともに，生産と分配の管理権も，形式上はともかく実質的には，4分の3の自
動車の生産と配給の全過程が中央政府によって支配され，自動車の生産は中央集権化し，その
流通はその後指令性配給方式を維持しながら中央管理を主，地方管理を従とするという基調に
は変わりはなかった。
　1979年から84年までの「改革・開放」の初期は，中国自動車産業の基盤拡大期であり，この
時期には「一省一工場」体制が推進され，外国の技術・資本の導入も徐々に見られたが，80年
代半ばから自動車生産の重点が生産財のトラックから消費財の乗用車に移行し，その末には，
乗用車メーカーを「三大・三小・二微」８社に限定し，それらの欧米外国メーカーとの合弁を
通じての先端技術の導入，経営管理のノウハウの吸収の推進によって重点的な育成・発展が図
られた1）。 
　上述のような，乗用車メーカーの生産基盤拡大と育成・発展政策に呼応して，自動車流通に
も80年代半ばから「自動車産業政策」（19８4年）などの策定によって緩和が進められた。すな
わち，自動車メーカーは国家計画によって指示されたノルマ以上に生産した自動車は自社販売
することができるようになった。しかし，その場合メーカーは依然として，在来の国営流通企
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業を経由して販売せざるを得なかった。
　このような状況下で，メーカーは自らの販売部門あるいは販売会社を作り始めたが，折から
の経済の引き締め政策と輸入車の増加により国産自動車は始めて売行き不振に直面した。これ
を契機にメーカーは市場問題の重要性を認識することになった。
　1980年代前半，中国の自動車メーカーは，経済過熱による需要拡大とその後の引き締め政策
による縮小期の両方を経験したが，この経験が教訓となり，自社販売網を構築することこそが，
成功の重要な要因であることを認識し，後半から自社販売網の構築に乗り出した。しかし，90
年代前半までは，自動車は国有資産としての性格がまだ強く残り，メーカーは全面的に自社系
列の流通販売ルートの構築に移行することができず，販売の大半は依然政府の流通企業に頼っ
ていた。
　90年代に入ると，改革・開放以来の経済発展，中央政府の乗用車市場の積極的拡大を図るこ
とを趣旨とする「自動車工業産業政策」（1994年）の公布を契機に，世界の自動車メーカーは，
一斉に中国に注目し始め海外メーカーが進出を果たした。それに伴い「三大・三小・二微」政
策は自然に立ち消えになった。
　しかるに，1995年10月中国政府が「自動車メーカーが特定の流通企業を自己製品の販売代理
商と指定し，特定の地域における自己製品の販売代理権を当該代理商に付与する」「代理制」
と呼ばれる新たな流通体制を試験的に導入することを決定した。これを契機に各メーカーの自
らコントロールできる流通経路の構築が盛んになった。この場合メーカーは二つの方法を選択
した。
　①　メーカー100％出資の自社販売子公司の設立
　②　実力のある従来の流通企業をパートナーとした聯営・聯合公司の設立
　聯営・聯合公司：自動車メーカーの選定によって作られた自社製品だけを専売する販売会社
　以上のように，中国における自動車の流通システムは，生産システムの近代化の進展に対応
して，70年代末に始まった改革・開放後，社会主義配給体制から，市場流通に決定的に移行し
たが，孫飛舟氏の研究によれば流通システムの形態は提携した外国メーカーの違いなどにより
次のように多様化した。
　現段階の中国国産乗用車の新車流通販売経路は以下の4類型に分類されるという2） 
　タイプ１：単一型専売経路＝3S店，4S店のみ
（この類型分類では１S店，２S店，３S店，４S店という用語を用いていますが，１S店は新車
販売，２S店とは，新車販売＋部品販売を意味する。但し，３S店は新車販売，部品販売及び
アフターサービスの提供の三位一体の機能を持ち，そのためにショールーム，部品倉庫，整備
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工場が同一敷地にある専売店のことである。４S店は上記３機能＋市場情報フィードバック機
能の4位一体の販売店です）。
　但し，３S店：新車販売，部品販売及びアフターサービスの提供の三位一体の機能を持ち，
そのためのショールーム，部品倉庫，整備工場が同一敷地にある専売店のことである。
　４S店：上記３機能＋市場情報フィードバック機能の４位一体の販売店。
　メーカー又はその販売会社はフランチャイズ契約を締結した販売店に対して，３S店か４S
店のみ利用してユーザーに販売する。日系合弁メーカーの天津トヨタと広州ホンダの販売経路
はこのタイプのものである。
（タイプ２は複合型専売経路すなわちディーラーが専売の３S店，４S店＋１S店，２S店も持
っている経路で，このタイプの経路は図－２のような形で示されている）
　タイプ２：複合型専売経路＝３S店，４S店＋１S店，２S店
　但し，１S店：新車販売のみ
　　　　２S店：新車販売＋部品販売
　このタイプはメーカー又は販売会社は３S店，４S店以外に，１S店か２S店の設置も認めて
いる。１S店，２S店は市街地に設置するもので，これは環境問題に対する配慮から，中心市
街地には整備工場の設置が禁じられて，３S店，４S店の建築は不可能になっているためである。
このタイプはメーカー又はその販売会社が市街地に１S店，２S店の販売拠点設置の許可を与
えて，設置することを認めている。現在GMの合弁会社である上海通用の販売経路はこのタイ
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プのものである。
　タイプ３：複合型販売経路＝３S店，４S店＋１S店，２S店＋一般販売店（から構成されて
いる。このタイプは図―３のような形で示されます。）
　このタイプの販売経路はメーカーまた販売会社は３S店，４S店と１S店，２S店を通じて販
売を行う点では，タイプ２と大変似ている。しかし，３S店，４S店とそれらの販売拠点又は
下級店の１S店，２S店から一般販売店に卸された後にユーザーに販売されるというものであ
る。上海大衆，一汽大衆，一汽天津豊田などのメーカーの販売経路はこのタイプのものである。
　タイプ４：単一型併売経路＝一般販売店のみ
　このタイプの販売経路では，メーカーまたはその販売会社は一般販売店に自己製品の販売を
任せるしかない。特に製品の競争力が弱く，市場シェアの低いメーカーはこのタイプの販売経
路を利用している。また一般販売店は複数メーカーの車種と併売方式を取る。
　以上４つの中国乗用車流通経路の類型のうち，有望視されているのは，タイプ1およびタイ
プ２．特に日中合弁メーカーが採用しているタイプ１である。このタイプは日本のトヨタやホ
ンダが日本国内で採用してきたものである。タイプ１は当初①他のタイプに比べて，初期投資
負担が大きくて，流通ネットワークを拡充する上で，初期投資負担に耐えられる企業数が限定
される，②高コストのためにディーラーが収益を確保できないなどの批判がなされたが，今で
は，その後の実績がこれらの批判が妥当しないことを示している3）。 
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２．広州本田汽車車の流通経路
（１）流通経路構築の経緯
　本田技研工業と広州汽車集団公司は，1998年７月１日，50：50の出資比率で広州本田汽車有
限公司を創立して開業し，普通４輪乗用車アコードの生産を開始した。その後2002年４月には
多人数乗り・多機能乗用車オデッセイの生産を始め，さらに2003年９月には小型車フィット・
サルーンをラインオフしたが，総生産台数は，自動車市場の急拡大の中で，そのパフォーマン
スが評価され，1999年１万台，2000年３万５千台，2001年５万１千台，2002年５万９千台，
2003年11万５千台と急速に増加してきた。
　同公司は，1999年３月に至り，2001年のWTO（World Trade Organization）への加入に備
えた競争が激化する中で，以上のような生産台数の急増に対応して，独自の自動車流通販売経
路の開発に乗り出し，直営店として広州本田汽車北京商務センター（BBR）を設立して2000
年に開業したのを皮切りに，2003年には広州本田上海商務センター（SBR），広州本田四川商
務センター（CBR），広州本田広州商務センター（KBR）と，相次いで3社が開業して4つの地
域別の流通体制が整った。　４つの地域の商務センターには，最終顧客と接する特約店契約を
結んでいる４地区合計で2004年８月現在200店に昇るディーラーが存在し，2004年末には250店
に達する見通しであるが，それらの設立時期はむしろ上述の４つのディストリビューターより
先んじているものが多く，商務センターはそれらのディーラーを統括するために設立されたと
いうのが実情である。
（２）商務センター
　４つの商務センターはいずれも広州本田汽車有限公司直轄になっており，それぞれは次のよ
うな区域分担になっている4）。 
　BBR： 華北・東北地区（内モングル，黒竜江省，吉林省，遼寧省，北京市，河北省，及び
山西省）
　SBR：華東地区（山東省，江蘇省，河南省，安徽省及び浙江省）
　KBR：華南地区（広東省，広西自治区，福建省，江西省，海南省及び湖北省）
　CBR： 西南部地区（ 西省，貴州省，甘そう省，雲南省，青海省，四川省，新疆及びチベ
ット）
　これら４社は，いずれも販売台数が急速に増加しつつあることに対応するために，特約店（デ
ィーラー）管理，特約店への部品供給および特約店従業員研修を主たる業務としている。ここ
で訪問調査を行った北京BBRを事例として，その概要を紹介する。
　同センターは，2000年８月から準備に入り，翌年１月から北京市郊外の豊台区花郷馬家楼に
敷地面積8600㎡，建築面積6000㎡（内訳:倉庫4000㎡,研修所1440㎡，事務所480㎡）のセンター
を完成し，営業を開始した。
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　メーカーの完成自動車は，最初から商務センターの倉庫に一時保管された上で，ディーラー
に配送するのが建前になっていたが，生産が需要に追いつかなかったこれまでは，BBRを経
由せず，直接ディーラーの倉庫に配送する方式を採用している。この点は他の３つの商務セン
ターも同じである。
（３）ディーラー
　広州本田が市場に参入した98年には，過去には大きな割合を占めていた中央政府の指令性計
画によって生産・販売される車が全国自動車生産販売台数の３％弱に激減し，殆どの車は，メ
ーカー自身によって販売されるようになり，ここにメーカー主導による販売網が形成された。
　しかし，このように形成された販売網には，流通経路の多段階性，卸売りと小売の未分離，
併売制などの特徴が存在している。すなわち，専売制およびテリトリー制による自動車の流通
販売体制は中国においてはまだ未成熟で，各メーカ－は試行錯誤を繰り返しながら自社に適合
する流通販売システムを模索している最中である。
　広州本田汽車は1998年の発足と同時にディーラー・システムを導入した。このことが市場に
おけるアコードそのものの人気と並んで，同社のこれまでの好業績の大きな理由となっている。
同公司は生産の準備段階から販売店の組織化に着手した。最初，広州本田のパートナーの広州
汽車工業公司は広州プジョーの流通経路の使用を勧めたが，広州本田はそれを拒否した。その
理由になったのは広州本田の経営理念である。本田では生産するアコードがどのような顧客を
対象として販売するかを議論した結果個人ユーザーに目標を絞ることとして，現在の販売体制
が導き出されたのである。具体的には新車販売，部品供給，アフターサービス，情報フィード
バックといった「四位一体」の専売網を設立し，広州本田が直接専売店に納品して，専売店が
直接最終ユーザーに販売するというものであった。特約販売店は他者を経由してユーザーに販
売してはならないことになっている。広州本田が特約販売店に提供するサービス内容は平均化
しており，また，メーカーの統一の価格での販売制を取っている。また，ディーラーの店舗立地
については中国政府により３S店と４Ｓ店のそれは郊外設置すべきことが規定され折，従って
すべて４Ｓ店として設置されている広州本田の特約販売店はすべて郊外に店舗を構えている5）。 
　流通戦略のあり方は，卸売･小売業者をどう組み合わせるか流通段階の設定と流通業者の選
別をどうするか，つまり，開放的に誰でもよいという考え方（開放的流通経路）をとるか，と
くに厳選した流通業者だけに限定するか6）。
　ディーラーの募集､審査､選定及び管理
　商務センターではディーラーの募集､審査､選定及び管理を次のような形で行っている。広州
本田汽車有限公司は整備･修理を行うその特約サービス店を中心に全国で新車専売店の募集を
行った。しかし，中国全土を網羅する販売網の建築は容易なことではなかった。この特約サー
ビス店は92年に本田技研が乗用車を中国に輸入開始してから建設し始めた修理を主とする店で
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あり，主に現地の修理工場と契約して，本田の部品を供給し，本田車の修理を委託する形にな
っている。これらの特約サービス店はいずれ本田技研が現地生産するときの販売網の中核にな
るであろうと期待して整備されてきたのである。ここからも本田技研が最終的に中国で乗用車
生産を実現しようと意識しながら中国事業を推進してきたことがわかる。こうして，各機能を
全て備えて開業した「四位一体」の販売店は立ち上がった。この中の半分以上は特約サービス
店から転身したもので，残りの７割はもともと自動車販売を行っていた会社，中には本田技研
の輸入車を販売した会社も含んでいる。販売店は企業形態としては大半が個人経営で，国営企
業はわずかであることが特徴的である。　
　本田の販売網は販売店の店名は広州本田汽車○○（各店の名前）特約販売服務店で統一され，
ほぼ同じ形式で店舗を作っている。店舗の正面側はショールームであり，裏側には修理工場が
設置されている。修理工場をもたない店舗は認められていない。
　広州本田の販売網は，基本的に広州プジョ－の販売網とは関わりがなかったが，以前広州プ
ジョー販売店は広州本田の審査に合格した店も４社あり，その内の１社が国営企業であった7）。 
　広州本田は98年に最終的に200社の専売店を設置する計画を持っていたが。現在実は200社を
超えた。
　どこに設置するかは，いくつかの指標を使って省別に店舗を設定し，さらに省ごとに地域を
細分化して具体的にどの市，県に設置するかをきめる。広州本田の専売店資格を希望する会社
あるいは個人が，まず広州本田に申し込み，広州本田の書類審査を受ける。書類審査に合格し
た店に本田が人を派遣し，チェックリストに基づいて現場調査を行い，各条件をチェックした
販売店を評価する。審査に通った販売店と契約を締結し，広州本田の専売店として認められる。
（４）流通経路の運営
　上述のような構造をもった流通経路の運営は次のようになっている
①　新車販売
　直約販売店が受注したオーダーは毎月一ヶ月分が翌月分としてまとめられて，商務セーター
を経由せず直接メーカーの広州本田汽車に発注されている。商務セーターを経由しないのは，
メーカーでは創業以来受注が生産を大幅に上回っており，商務セーターの倉庫に保管できず。
又納入リードタイムが長くなるからである。メーカーでは，完成した自動車の直約販売店への
配送は運輸業者に委託して，直接納車されている。
　顧客がディーラーに発注してから，新車の納車がされるまでのリードタイムは年産能力が12
万台であった2003年度までは６ヶ月以上であったが，2004年からは工場が拡張されて年産24万
台になった，2004年度はリードタイムが４～３ヶ月に短縮されている。このリードタイムの短
縮化傾向は今後も続くと予想されている。
在中日中合弁自動車企業の流通・販売戦略
- 167 -
　ともあれ，メーカーは生産能力不足のために，同一仕様の大量生産によって稼動率を上げる
という方法を採用している，その結果，ユーザーは色，オプションなどの細かい仕様内容に対
応できていない。現在はディーラー数がまだ200社前後ですが少ないことから，メーカーが直
接ディーラーの注文を聞いて，調整を行った上でディーラーに直接配送を行っているわけであ
る8）。 
　ディーラー数が急速に増加し，また車種も増加し，したがって販売台数も益々増加すること
が見込まれる中で，従来のような運営には限界が生じつつある。こうした状況の中で，広州本
田グループではディスリビュ－ターの敷地面積をさらに拡大して，新車在庫の能力を持たせる
ことによってディーラーとメーカーとの仲介機能を持たせてディーラーは直接ディスリビュー
ターに注文する。そして，ディスリビュ－ターはディーラーの注文をまとめてメーカーに発注
する。注文を受け取ったメーカーは各仕様の車種を生産する体制を整えて，ディスリビュ－タ
ーの商務センターに届け，商務センターは各ディーラーの仕分け，配送を担当する。こうして
広州本田クループは細かい仕様の変更に対応し，ユーザーの満足度を高める戦略を採用するこ
とになる。
②　補修部品の配送
　これまでの補修部品の流通経路は新車のそれとは異なり，ディーラーがユーザーから受けた
オーダーはディスリビュ－ターの商務センターに発注され，商務センターはメーカーから補給
し，ディーラーに供給する。この商務センターからディーラーへの配送はディーラー主導でお
こなわれている。このような補修部品の流通経路は今後も維持されることになっている。
　以上のような今後の新車販売と補修部品の流通経路戦略採用によって商務センターは単なる
ディスリビュ－ターではなく，地域統括本部の機能を果たすことになる。
　広州本田は商務センターとディーラーの販売活動について最も力を入れている。全国は４つ
のディスリビューターに分け，各地域に２－３人の巡視員を置き定期的に販売店を巡回され販
売状況をチェックする。
　商務センターにはアフターサービス課があり，そこにも巡回員が存在し販売店のアフターサ
ービス面をチェックする。各販売店には統一価格で販売すること，直接最終ユーザ－に販売す
ることなどを要求している.特に現在のように供給が需要に追い付かない状況に乗じる形で､定
価より割高な割増価格で販売することを堅く禁止する方針で指導している。
３．ディーラー経営―北京中汽特約販売店の事例9）
３－１　概況
　広州本田の特約販売サービス店の経営戦略については，広州本田北京商務センター管轄下の
特約販売店７店舗（2004年８月現在）の一つである。京中汽特約販売店（株）有限会社の事例
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を考察することにする。
　同公司は2000年11月30日の設立と同時に営業を開始した。同公司はいうまでもなく広州本田
の特約販売店で，株式会社形態を取り，資本金は1000万人民元であるが，その内の40％は国営
中国汽車工業総公司の出資で，残りの60％は同公司の従業員が出資している。2004年8月現在
の従業員総数は68名であり，会社の総敷地面積は7000㎡である。建坪面積は4500㎡である。広
州本田はディーラーを年間販売台数によって500台モデル店，400台モデル店，300台モデル店，
および200台モデル店４つに区分している。同公司は最高ランクに位置している。
　しかし，実際の売上台数は開業の2001年以来，500台を大幅に超えて，2001年969台，2002年
879台，2003年1527台，2004年７月末で，10022台を記録している。図―１
　また取り扱い車種1999年から2001年アコード，2002年にはオディッセイ，2003年新アコード
とフィット加えて現在４車種構成をなている，同社の４車種の販売価格はそれぞれである。
　同社は事業構成については広州本田の方針に沿った４S（新車販売，サービス，部品販売，
および情報）であるが，500台モデル店に要求される十分に広い新車展示場，点検･修理工場，
検査室､車庫､部品倉庫､休憩室などを備えている。
図－２
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　この特約販売店の年間販売台数は「年間500台モデル店」に属する販売店である。
　同社は広州本田と日本の本田技研工業の双方から販売権を獲得しており，双方ともフランチ
ャイズ制をとっている。広州本田汽車発行のパンフレットによると，具体的には次のような業
務内容になっている10）。 
業務内容：①広州本田生産車及び本田技研工業シリーズ車の専売
　　　　　②本田系列車の点検･維持･修理
　　　　　③本田系列車の品質責任と苦情への対応
　　　　　④純正部品の販売
　　　　　⑤自動車保険と苦情業務代行
　　　　　⑥ユーザー登録とメーカーへの情報フィ－ドバック
　　　　　⑦北京地域の本田車ユーザ－との関係強化
　　　　　⑧購入車の登録業務代行
　　　　　⑨自動車車検の代行
　こうしたメーカー主導の四位一体型の専売ディーラー網は，日本など自動車先進国に見られ
る専売ディーラー網と同等のものであるが，中国においては設置当時には初めての試みであっ
た。その後，上海VWの新型モデル「パサート」や一汽VWの「アゥディA６」の販売において，
新車販売，サービス，部品供給の３機能を備えたディーラーを通しての乗用車の販売が計画推
進され，また，上海GMにおいても，ビュイックの販売・マーケティングは上海GM内部の部
門が直接担当しており，メーカー独自の販売網による販売システムが採用されている。しかし，
広州本田のように四位一体型の販売店網を持っているものはまだ出現していない。
　同社は董事会の下に新車販売，サービス，部品販売及び情報の４部門で構成されそれぞれの
長としては経理が採用かれている。４名の経理のうち新車販売と部品倉庫は女性である。
３－２販売戦略
（１） 新車販売
A．広告・販売促進
　新車販売における広告・販売促進戦略は広告に関する管理広告以外の対事業者・対消費者へ
の販売促進活動の二つの領域に分けられる。
　まず，広告はメーカーの製品，価格，製造販売，販売経路などのマーケディングに含まれる
さまざまな活動の組み合わせを通じてのマーケディング・ミックスの中で，ブランド・ロイヤ
ルティ（brand loyalties ，商品購買に当たって同一銘柄の商品を繰り返し購入する度合）形成
を目標にしており，消費者からの指名購買の増加を図っている。広告媒体としてはインターネ
ットとテレビが中心であり，中国全土にメーカーが重点的に行なっている。
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B．販売促進
　次に販売促進活動はディーラーが店頭で行う次のようなイベントに重点が行われている11）。 
①　 試乗会：中国においても製品における機能面での製品差別化がすでに困難になっており，
商品としての意味的差別化が重視されつつあるが，試乗会はそれを明確に消費者に伝達す
ることを企図して行われている。
②　 修理･点検に関する基礎知識の紹介
　　 これはアフタ･サービスのひとつとして行うものであるが､サービス部が自分の車のタイヤ
の交換､修理などを行うイベントを開催し，非常にうまくできた人には賞品をだしている。
③　観光名所へのドライブ
　　 これはメーデー，国慶節，正月などの連休中に行うインターネットの新浪コンダクサイト
に設定している広州本田専用のホームベージでユーザーに観光名所へのドライブツア－を
呼びかけて実施しているイベントであるが，このイベントは既存ユーザーとの関係の維持
強化だけでなく，潜在ユーザーへの宣伝効果も上げでいる。例えば，2003年に行った西湖，
天目山などの名所の有る抗州へのツアーには20数名のユーザーが参加したが，参加した車
は皆｢中汽店｣本田マークを張って片道２日間を一路走通し，沿道の人々に非常に注目され
たという。
④　慶事の際のカードの送付
　　顧客のデータべースを整備して，誕生日などの慶事にお祝いカードを贈っている。
⑤　店頭のサービス
　　 店頭の来客には必ずお茶のサービスもおこなっている。これはこれまで中国企業行われて
なかったものであるだけに大変好感されているという。
（２）サービス活動
　日本の本田技研におけるディーラーのユーザーに対するサービス活動は国内でも定評12）が
ある。広州本田のディーラーにおいては同社の販売網の最大の特徴になっている。広州本田で
は中国の自動車市場が個人需要主体になることを予測し，幅広いユーザー層の信頼度の向上を
目指して，販売前から販売中を経て販売後に至るまで種々のサービス活動を展開している。
①　顧客データベースの整備，充実13） 
　新車が顧客に納車される時点に顧客管理のためのデータベースを作成し,以後はそれに基づ
いて顧客へのフォロー活動を系統的に行っている。これは日米欧のディラーではあたりまえの
活動であるが,中国のディーラーではそうした顧客管理はこれまでほとんど無視されてきた。
情報を入取した，顕在性的，潜在的ユーザーについて，可能な限り詳しい情報を整理し，デー
タべース化して，新車販売，サービス，部品販売および情報活動の充実に役立つようにしてい
る。
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②　販売前・中のサービス活動
　広州本田の特約販売店においては，販売前・販売中のサービスはセールスマンによって提供
され，登録した顧客については店長の名義でプロモーション･ソフトなどを送って引き続き顧
客として引き止めるように努力している。納車の順番がまわってきった顧客には,店に出向い
てもらい車の性能や特徴を紹介する。
③　アフターサービス
　販売後のアフターサービスは広州本田のディーラーの最大の特徴をなすサービスの中でもも
っとも特筆できるものである。販売後のサービスはサービス部によって行われ，まず購入した
ばかりの当該車のユーザーになったことに感謝の意を伝え，提供するアフターサービスの内容
を再度紹介する。また既存のユーザーに対して定期的に手紙を送り，使用中に何か問題を起き
ていないかを聞くようにして,点検を行う場合標準となる走行距離数などを伝え，ユーザーが
販売店の終身ユーザーになるように努力している。
　広州本田では中国国内のすべてに点検・修理・板金およびアクセサリー取付け機能を備えて
いる。その国にある特約販売店すべてに板金修理機能を備えている例は皆無というから，広州
本田は世界最初のサービスを全国で実現したことになる。
　この点について広州本田の販売総責任者，峯川尚副総経理（2004年８月現在）は次のように
述べている，
「私の知る限りは500km離れてたお客さんの車にトラブルが発生した際，連絡を受けた購入先
のディーラーのメーカーのメカニックが部品を持って，本日或いは翌日に駆けつけている。そ
ういう事例が３件，４件。さすがにお客さん，感激されたようですね，しかも修理代，部品代
以外の出張費用はまったく取りませんから。」14）　
　どんなに遠く離れていようと，本田車を売った特約販売店が購入後のすべてのサービスを提
供するのは広州本田の創業以来のポリシーであり，そのことがユーザーに大いに安心感をもた
らした。後発ながら本田が中国で高いブランドイメージを会得したのは，徹底した全方位サー
ビスのさきがけとなって，広州本田から購入した車なら間違えていない，といった信頼感を醸
成したことが大きい。「車のサービス作業中はガラス越しにピットが見えて，自分に愛車がど
のようなサービスを受けているかを時価に見られるという安心感，満足感を与えているのだ。」
　北京中汽特約販売店はサービス活動の実績を示す指標である。車検整備，定期点検整備，事
故整備などのために，入庫した車の台数は2001年6037台，2002年10734台，2003年14178台，
2004年は（７月末現在）10662台，となり，年々大幅に増加している。この増加には広州本田
や日本から輸入された本田車以外の車も含まれている。（図―２）
　広州本田汽車の門脇轟二総経理（2004年８月当時）「販売，サービス，部品提供，顧客情報
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のフィードバックという四位一体の特約店経営で本田ファンのニーズをつかみ，店に何度も来
る客を確保することがポイントになる」と強調しているが，以上のようなサービス活動が「店
に何度も来る客を確保する」ことに大に貢献していることが窺える。
（３）部品販売 15）
　特約販売店はユーザーから受けたオーダーをディスイリビューターの商務センターに発注す
る，商務センターからの特約販売店への商品の配送は特約販売店の発注に基づいて販売店主導
でおこなわれている。この場合基本的には発注は週に一回の定期発注方式によって行われてい
る，しかし，部品の販売量が増加し，在庫の不足が生じる時態に備えて，商務センター，特約
販売店間で毎日に２回の配送が行われている。
（４）情報活動
　情報活動を広義にとらえたら，これまで取り上げた新車販売やサービス活動の中にも情報に
そっとする部分が含まれると思われるがここで取り上げる情報は新車の流通の最終ユーザー･
ディーラーとメーカー間の情報のやりとりに限定する。
　まず，最終ユーザー･ディーラー（特約販売店）からメーカーへの情報に関しては，現在で
はこの間にディスイリビュータ―の商務センターが存在しているが,特約販売店が商務センタ
ー設置以前からの慣行通り。
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　特約販売店は商務センターを介することなく，毎月市場の状況をメーカーである広州本田に
報告する義務を負ってオリ,広州本田は特約販売店が販売した最終顧客データを知りえる立場
にある。販売経路が事実上１段階であるということは，この情報のフィ－ドバック機能と併せ
て,メーカーに最終ユーザー補促と特約販売店に対する流通経路統制を可能になる。これは,厳
しい販売競争の中で秩序ある流通体制を確立することにとって，自社製品の販売の実現を優位
に展開仕様とする広州本田の目的の達成に貢献する。
　これによって一方,リコールが発生するときメーカーからユーザーまで情報が短期間伝達で
き,危険回避のために機能しているが，他方，ユーザーの製品に対する要望なども迅速にフィ
ードバックでき,顧客満足増進に資するとともに,又後日の受注生産実現のためにも機能する。
おわりに
　本稿では，中国における自動車産業の歴史的展開とその中での流通販売システムの変遷を跡
付け，市場の自由化が全面化し始めた現段階における流通販売システムの類型として日中合弁
自動車メーカーが主導して形成されたシステムが最も有力になりつつあることを明らかにし
た。そして，その上で日中合弁自動車メーカーとして最初に流通販売システムの開発に取り組
み，急速に販売網を拡充しつつある広州本田汽車有限公司の流通販売戦略の実際を明らかにし
た。本稿は筆者の修士論文研究の一部をなすものであり，今後はこれに引き続いて，天津一汽
豊田汽車有限公司の流通販売戦略の実際を明らかにし，冒頭に掲げた両公司の日本における流
通販売システムと同一面と差異面，システムの導入度合い，直面している隘路ないし障害，今
後の展望等について考察し，修士論文として纏めることにしている。
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